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はじめに
　ただいまご紹介に預かりました弁護士の湯川でございます。私は京都産業大学の法科大学院で行
政法を教えております。
　今日は、こういう会があるんでなんかしゃべれということを言われまして、今日のテーマである、
弁護士から見た自治体法務、外から見た視点ということで、昨年１月28日に、最高裁で判決をいた
だいた事件がございましたので、それを報告させていただきます。
　本題に入ります前に、若干私の自己紹介をさせていただきたいと思います。
　私は司法試験で、たまたま行政法の選択をしておりまして、弁護士になってからも何件か行政事
件を担当させていただきました。しかし、その中で勝訴判決とか一部でもいただいたのはですね、
情報公開ぐらいですね。あとは住民訴訟も抗告争訟も、実質的には敗訴です。ですので、事件を受
任するときに、ご本人さんには、これやっても負けますよ、だけれどもやりますかという話をしま
す。それでも、なんでやるのかといえば、結局そういう方々というのは、行政過程の中で行政から
ちゃんとした説明を受けてないんですね。あるいは相手にされていない。そういうことで不服をも
っている。だけれども、訴訟になったら、一つ一つの主張に対して、行政としては応答していただ
かないといけないんですね。法的に応答していただきます。法的に応答するとは、その行政活動の
法令上の根拠を示して、こういう事実に基づいてこう考えるんだということを説明してもらうんで
すね。それを行政過程で言ってくれればいいんですけれども、それが出てこないから裁判に訴えて、
その説明責任を果たしてもらう。ということで、行政訴訟を起こしています。要は、私たちが求め
ているのは、法的な対話ということです。この法的対話というのは、大橋洋一先生（学習院大学法
務研究科）先生の「行政法Ⅱ（第２版）」の中でも、「行政訴訟では、行政が行政過程において説明
責任を果たすことに失敗している事例が多いことから、司法が行政の果たせなかった説明責任を国
家機関として補完することが期待されている。」（15頁）、行政訴訟は「市民による権利救済の要請に
応えて、裁判所が説明責任を尽くし、裁判を契機として、司法機関、行政機関、市民との間で一層
のコミュニケーションが促進されることに期待している。」（９頁）と書かれています。私なんかが
やっているのもこういうことなんだと思っているんですけれども、果たしてその行政訴訟の中で、
本当に行政と裁判所が国民との間で法的対話ができているのかどうかということを、昨年１月28日
の判決の過程を通してご報告をしてみたいと思います。
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裁判要旨
　この判決の裁判要旨を最高裁のホームページから拾いました。「市町村長から一定の区域につき既
に一般廃棄物収集運搬業又は一般廃棄物処分業の許可又はその更新を受けている者は、当該区域を
対象として他の者に対してされた一般廃棄物収集運搬業又は一般廃棄物処分業の許可処分又は許可
更新処分について、その取消訴訟の原告適格を有する。」というものです。
事案の概要
　この事案は、まずＸ社ですけれども、原告さんはもともとし尿処理業者でした。この当時もし尿
処理業者でしたけれども、公共下水道の整備に伴いまして昭和63年から、このＹ市において独占的
に一般廃棄物の収集運搬業を営んでいました。一般廃棄物とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいいま
すが、その一般廃棄物の中のいわゆるごみの収集運搬をやっております。し尿の処理も一般廃棄物
処理業ですが、公共下水道が出来ましたら、汲み取り便所が無くなりますので、し尿処理業者の仕
事がなくなりますから、その代替業務としてごみの収集運搬業務をさせるというのが、国の政策と
して行われています。以前はどこの市町村でも、直営でごみ処理をやってらっしゃったんですけれ
ども、こういった公共下水道の整備に伴って、民間のし尿処理業者がごみ処理業に流れてくるとい
うのが往々ございます。ここではまさしくＸ社が１社で、言葉悪くいうと独占的に、ごみの収集運
搬業務を営んでました。
　ごみの収集運搬業務には委託と許可があります。廃掃法の条文を見ますと、６条で、市町村は一
般廃棄物処理に関する計画を定めろとありまして、６条の２で、市町村が一般廃棄物の処理計画に
したがって、一般廃棄物を収集運搬処分すると書いてございます。市町村がその責任で行うという
のが一般廃棄物ですね。産業廃棄物とは全然違う仕組みになってございます。次の７条で、一般廃
棄物の収集運搬を業として行おうとする者は、許可を受けなければならないとあります。ただし、
事業者自ら行う場合や、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集運搬業として行うもの、
その他環境省令で定めるものについてはこの限りでないということで、許可業者と、許可を持たず
にやれる業者の２種類があると書いてございます。そして、施行規則第２条を見てもらいますと、
法７条１項但書の環境省令で定めるものは次のとおりとするということで、そのうちの一つとして
市町村の委託を受けて、一般廃棄物の収集運搬を業として行うものというのが出てきます。
　整理すると、一般廃棄物の処理形態は、一番目が市町村の直営です。これが原則です。京都市な
んかは、今も京都市のごみ収集のパッカー車が走っています。その次は委託業者です。委託という
のは、市町村がごみ処理業者に委託するわけです。そして最後に、許可業者というのがいます。許
可業者は排出事業者の委託を受けて、排出事業者から料金を受け取って、ごみの収集運搬を行いま
す。それらの区分け・すみ分けをどうしているかと言うと、委託業者は、家庭ごみを収集運搬しま
す。それに対して許可業者は、事業系の一般廃棄物を扱います。たとえば、大学から出る紙ごみな
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んかも、一般廃棄物ですが、事業活動から排出されるものなので、そういったものは市町村が税金
で収集運搬するんじゃなくて、大学、排出事業者が許可業者に委託して、お金を払って収集運搬し
てもらうというのが許可業者でやる場合です。
　本件に戻りますと、Ｘはどういう形で業務を行っていたかというと、委託と許可と両方でやって
たんですね。
　このＹ市でも、すでに直営というのはなくなりましたので、一般廃棄物の処理は委託と許可だけ
でした。ただし委託と許可と言ってもですね、後でこの会社の損益計算書とかを見せてもらいまし
たけれども、委託が大半ですね。Ｘの売上げは、だいたい１億円か２億円ありまして、その中で委
託が大体90パーセントぐらい、許可のほうは10パーセントぐらいでございました。
　そういう形でやっていたところ、平成13年ぐらいになりまして、Ｙ市の職員からＸの担当者のほ
うに電話が１本ありました。Ｚ１社というところが、これから魚アラ（魚屋さんで捌いた後に出る
魚の生ごみ）の収集運搬業務を希望しているんで、そこに許可するからということだけいわれまし
た。Ｘは魚アラというのは扱っていませんでしたので、それやったら別にいいんちゃいますかみた
いな感じで思っていたんですが、そのあと何の報告もなくて。ところがそのうちＺ１の収集車両を
時折市内で見かけるようになった。それが平成13年で、これが平成17年になると、今度はＺ２とい
うところの会社の収集車両が市内を走っている。これはどういう事やということで、ご相談にいら
っしゃったというのが最初でございました。
　そこで私が指示したのが、市のほうに情報公開請求してみて下さいということでした。一般廃棄
物の処理業の許可に関する一切の書類といって公開請求してみてくださいと申しあげました。
　取ってみたら何が出てきたかというと、請求したのは平成17年11月ですけれども、出てきたのは、
平成13年10月に、Ｚ１社に対して一般廃棄物（ごみ）の収集運搬業の許可をしたというのが分かり
ました。一般廃棄物処理業の許可は取り扱う廃棄物の種類を指定して許可を出すんですけれども、
魚アラというのは魚腸骨と呼んでますけれども、それじゃなくて、ごみ一般について許可を与えて
いるということが分かりました。それから、平成16年３月に、今度はＺ２社に対して、一般廃棄物
（ごみ）の収集運搬業、処分業の許可を出しているということが分かりました。
　更に、情報公開された公文書を見ると、Ｚ１社は、許可申請が平成13年10月なんですけれども、
会社を設立したのが、申請する１週間前でした。Ｚ１社は設立してまだ１週間も経たない会社で、
ごみ収集の事業実績があるわけないですよね。法人化する前に個人でやっていたというわけでもあ
りませんでした。
　それから、保有収集車両は、軽トラ１台。ごみの収集は、パッカー車を何台か持って仕事すると
いうのが普通なんですが、Ｚ１社は軽トラ１台でした。従業員も１名しかいなかった。そればかり
か、申請書を見ると、土地なし、事務所なし、収集運搬車両なし、積み替え保管施設なし、運転資
金は14万円、その資金の調達方法は自己資金が現金９万5,000円、預金290万円。
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　Ｚ１社はこのように簡単・粗末な申請書のみでしたが、もう１社のＺ２社はもっと凄いんですね。
ここはさっきに比べてまだ大きいです。従業員の数32人です。でも、事業所があるのは、兵庫県の
西脇市が本社、そのほかに福知山営業所、豊岡営業所、大宮営業所。これは、これから一般廃棄物
処理業を行う福井県の小浜市からは、全然離れてるんですね。しかも、Ｙ市には収集車両は何もな
い。しかも、添付書類もなしで、許可申請書のみ。Ｚ１社の場合はまだ、簡単でも許可申請添付書
類があったが、Ｚ２社の場合は、商業登記簿謄本も、事業の開始継続に要する資金の総額等を記載
した書類もなく、申請書１枚きり。Ｙ市はそんな状態で許可をしているということが分かりました。
　そればかりか、Ｙ市の平成13年度一般廃棄物処理計画には、ごみの種類別（可燃物、不燃物、資
源ごみ、魚腸骨）の排出量、処理主体について、６条業者委託（委託業者としてＸ社）、７条許可業
者としてＸ社とＡ社（訴訟とは関係ありませんが、Ｘの関連会社です。）とＢ社が記載されていま
す。しかし、Ｚ１社というのは出てきません。要するに、一般廃棄物処理計画では、この年度はこ
れだけの処理主体でごみ処理をやりますよ、Ｚ１社は処理主体には入っていませんよとなっている
のに、これを変更もしないままに、Ｚ１社に対して一般廃棄物処理業の許可をしたということにな
っております。これは明らかに一般廃棄物処理計画に反していていくら何でもおかしいんではない
かというのが分かってきました。Ｚ２社が許可を受けた平成16年度についても、同様に、Ｚ２社は
平成16年度一般廃棄物処理計画には処理主体として入っていませんでした。
　しかも、これはさらにもっと後になって分かってきたのですが、Ｚ２社は、一般廃棄物の収集運
搬業のみならず、処分業（選別・梱包の中間処理）の許可も受けていました。選別は手作業でもで
きますが、梱包は処理施設を用いて行います。Ｚ２社が処分業の用に供していた一般廃棄物処理施
設は、１日当たりの処理能力が５トンを超えるものでしたので、県知事の設置許可を要するもので
したが、Ｚ２もＹ市長も、Ｚ２社の事業計画では１日当たりの処理予定量が５トン未満なので、許
可不要だと勘違いしたという理由で県知事の許可をとらずに処分業の許可をしていた。しかし、Ｚ
２社も手広く一般廃棄物処理業を展開している業者ですし、Ｙ市も一般廃棄物処理の責任主体なの
ですから、そんな素人みたいな言い訳が通用するわけはないと思うのですが、実際に、一般廃棄物
処理施設の設置許可も得ないまま違法に処分業の許可をしていた。こういうことが後になって分か
ってきたんですね。
　でも、なんでこういう杜撰な許可をしたのかというとですね、Ｙ市長としては、Ｘが１社独占で
やっているということが気に入らなかったということでした。仕事の質が悪いとか、処理料金が高
すぎるとかいうのであればともかく、Ｘは安い料金で、きれいに仕事してました。けれども、Ｙ市
長としてはＸの１社独占というのが気に入らなかった。
　もっとも、表向きの理由としては、Ｚ２社というのは、紙、雑誌、段ボールの収集をずっと以前
からＹ市でもやっていた会社で、ちょうど、平成16年というのは、ごみの分別が始まっていく時期
でした。容器包装リサイクルの関係もございますし、ごみの分別・減量化を進めるためにも紙ごみ
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のリサイクル関係を出来る業者を、Ｙ市の一般廃棄物処理計画の中に組み込みたいというのが表向
きの理由でした。しかし、それも分かりますが、だからといって一般廃棄物全部についての処理業
の許可を与えるとか、許可申請添付書類もなしに許可を与えるとかいうのは論外ですし、Ｚ１社に
関しては、紙ごみリサイクルなんて全く関係ない話ですよね。理由がない。ましてや、Ｙ市一般廃
棄物処理計画にはそれぞれごみの処理主体も特定して書いてあるのに、一般廃棄物処理計画の中に
Ｚ１Ｚ２をごみ処理主体として追加記載もしないのは違法であることは明らかだ。
　ということで、Ｚ１、Ｚ２社の競業者であるＸが、Ｚ１、Ｚ２に対する新規参入許可の取消しを
求めたというのがこの訴訟でございました。
　この訴訟の中で、Ｙ市は、原告適格を争ってこられましたので、裁判所から原告適格を否定され
たときに備えて、付近住民を補助参加させたりとか、あるいは国賠請求を、形だけ、50万円だけ付
け加えるというふうなことも行いました。
　そのほかにも関連訴訟として書いておきましたが、Ｚ１Ｚ２社は許可を受けた後にも、違法なこ
ともやっているということで、監督処分としての取消処分の義務づけの訴えとか、県知事に対する
Ｚ２社の一般廃棄物処理施設設置許可の取消しの訴えとか、当初許可を得ないままに施設を設置し
て違法に操業しておいて、後から許可をとったからいいやろというのはおかしいので、そんなもの
は不正に許可をとったのと同じだということで、一般廃棄物処理施設の設置許可について監督処分
としての取消処分の義務づけの訴えも行いました。それから、Ｙ市とＺ２との、一般廃棄物処理委
託契約の差し止めの住民訴訟を行いました。これは、Ｚ２社がＹ市から紙ごみの収集運搬、それか
ら処分の委託契約を受けていましたんで、将来の契約については差止めを、これまでの分について
は、許可の無い業者あるいは許可が取り消されるべき業者に対して、ごみ処理の委託をしてもその
契約は無効だから、Ｚ２の受け取った処理委託料は不当利得にあたるその返還請求しろという住民
訴訟とかも提起いたしました。最後の訴訟も、請求自体は棄却でしたが、ごみ処理委託契約は違法
で無効だという判決で、実質的に勝訴判決でした。判例地方自治364号38頁に掲載されました。
訴訟の経過
　訴訟の経過をちょっと書いておきました。訴えの提起が、平成18年５月。先程の情報公開請求し
て結果が知れたのが17年11月と言いましたが、それからいろいろ検討して、訴訟に至ったのが翌年
５月です。それからその一審判決が出るのが、それから４年４ヶ月後の、平成22年９月10日。
　それまで弁論は、弁論準備も兼ねて、20回やっています。
　２審に上がって、控訴審では弁論を３回重ねて、９ヶ月後の平成23年６月１日に判決。
　その後上告受理申立をいたします。それに対して、上告受理決定が出たのが、平成25年10月22日。
最高裁の弁論があったのが、その２ヶ月後の12月17日。
　それで、判決が平成26年１月28日ということでございます。ただ、この会社、もうこれ以上裁判
「臨床法務研究」第16号
－76－
するのにも疲れたということで、平成25年５月４日に廃業届を出しました。その廃業届を出したそ
の直後に、これから最高裁として弁論を開くかも知れませんという電話連絡が来ました。
　最高裁は、弁論開きますとは言わないんですね。「弁論を開くかも知れないんで、それについて日
程調整をしたい。但し、日程調整はするけれども、弁論は開かないかも知れないから、マスコミに
は言わないでほしい。」という連絡が来たのが、平成25年７月。
　最高裁破棄判決後、差戻しの控訴審になりまして、弁論を５回ほど重ねましたが、これ以上訴訟
を続けるのに疲れたということで、最高裁判決を受けた１年後に、訴え自体を取り下げてしまった
というのが最後の結末です。それなんで、まあ結論から言うと、最高裁で原告適格が認められたん
ですが、最終的には廃業もしまして、訴えも取り下げたので、実質的に勝訴判決でもなんでもなか
ったということでございます。
判決内容―原告適格
　最高裁の判決の中身について説明をしていきます。原告の主張は、一審から一貫して同じです。
　それに対して被告の主張は、一般廃棄物処理業許可要件（７条５項３号）に「申請者の能力が環
境省令に定める基準に適合するもの」とあって、「一般廃棄物処理業を的確かつ継続して行うことが
できる経済的基盤を有すること」が要件とされているが、その目的はその市町村の一般廃棄物処理
の継続的安定的な実施、それと生活環境の保全に支障が生じることを避けることということにある
から、これは公益目的であって、既存の許可業者の営業上の利益を個別的利益として保護するもん
じゃないというものです。それは、一審二審を通した原判決の理由でもありました。
　それに対して、最高裁がどう言ったかというと、要約すると、次のアイウということになります。
これは、従来の判例の原告適格の法理を踏襲したもので、廃掃法の趣旨目的の解釈から導かれてい
ます。私たちは、関係法令として、下特法（下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に
関する特別措置法）も指摘していました。これは、Ｘは、最初は、し尿処理業者でしたが、公共下
水道の整備に伴って仕事が縮小していくので、その代替業務として一般廃棄物処理業を行うように
なったという経緯がありました。Ｘが一般廃棄物処理業を行うようになったのは、し尿処理業者と
しての営業の安定のためです。なんで営業の安定かと言うと、下特法は、公共下水道が整備されて
いったら、最初は、顧客が何千世帯もあるかも知れませんが、最後はゼロになるんだけれども、最
後の１軒がなくなるまでし尿処理業者がし尿処理しないと衛生上問題が生じますので、最後の１軒
がなくなるまで、営業を継続しないといけないので、そのためには、業者の経済基盤の確保が不可
欠なんですね。そのためにし尿処理業の代替業務として一般廃棄物（ごみ）処理業を行ってもらう
わけです。本件においてはし尿処理業者が下特法の下で一般廃棄物処理業を行っているわけですか
ら、一般廃棄物処理業の新規参入許可にあたっては下特法も関係法令として考慮すべきだと主張し
たんですが、それは関係法令としてあげられませんでした。
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　また、私たちは、廃掃法の趣旨目的を解釈するにあたっては通達をも斟酌すべきだと主張したの
ですが、判例では通達も斟酌されませんでした。斟酌する必要もないということだったのかもしれ
ません。「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正について」という通知がございまして、そ
の最後に「一般廃棄物処理業の許可は、市町村が策定する一般廃棄物処理計画に基づいて、当該市
町村による処理が困難であるもの等についてなされるもので（略）、市町村長は、許可制度の運用に
おいては、一般廃棄物処理業者のより一層の資質の向上と信頼性の確保を図るという見地から、一
般廃棄物処理業者の事業の安定及び育成にも配慮すること。」とあるんです。そこで、私たちは、事
業者の個別的な営業への配慮ということを通達でも言っているので、これが法の趣旨なんですよと
いうことを主張したんですね。判例なんかでも、通達とか運用というのを考慮して法の趣旨目的を
導いているのもある（最判平成17年７月15日富山県徳洲会病院事件では、保険局長通知の中に、医
療法に基づく勧告がなされたのにそれに従わないで保険医療機関の指定申請があったときは健康保
険法の「著しく不適当と認むるものなるとき」に該当するという運用の実情があることをも斟酌し
て処分性該当判断がなされている。）のですが、判例はそういった通達について一切触れることな
く、既存の許可業者の原告適格を肯定いたしました。
　その理屈は何かというと、次のア、イ、ウです。
　ア　ひとつめはですね、一般廃棄物処理業の許可要件としての「一般廃棄物処理計画適合性」要
件の解釈から導かれる、一般廃棄物処理業許可法制における需給調整に係る規制の仕組みの理解で
す。一般廃棄物処理計画によって「許可業者の濫立等によって事業の適正な運営を害されることの
ないよう一般廃棄物処理業の需給状況の調整が図られる仕組みが設けられているものといえる。」の
で、そこに一般廃棄物処理業に関する需給調整に係る規制の仕組みを見ることができるという法の
仕組み解釈を言っています。
　イ　２つめが、同じようなことである気もいたしますが、一般廃棄物処理業の許可の趣旨・性質
です。一般廃棄物処理業の許可というけれども、この許可は普通の許可と違うんですよということ
を言っています。一般廃棄物処理は、本来的には市町村がその責任において自ら実施するものであ
り、例外的に市町村の処理が困難で、処理業者に手伝ってもらう必要がある場合に初めてその許可
を与えるものであるから、一般廃棄物処理業は、専ら自由競争にゆだねられる事業とは違うでしょ
うということです。
　ウ　３つめは、一般廃棄物処理業の許可裁量において考慮すべき事項の理解です。一般廃棄物処
理業の許可の裁量判断にあたっては、「一般廃棄物処理業の適正な運営が継続的かつ安定的に確保さ
れるに当該区域における需給の均衡及びその変動による既存の許可業者の事業への影響を適切に考
慮することが求められる」と言いました。
　それで、こういった需給調整の規制の仕組み・内容、法の趣旨目的、一般廃棄物処理業の事業の
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性質、一般廃棄物処理業許可の性質内容を踏まえて、法は「他の者からの一般廃棄物処理業の許可
更新の申請に対して、市町村長は既存の許可業者の事業への影響を考慮してその許否を判断するこ
とを通じて当該区域の衛生や環境を保持する上でその基礎となるものとして、その事業に係る営業
上の利益を個々の既存の既存業者の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含む」と言い
ました。
　本来的には、一般廃棄物処理業許可制度の目的・保護法益は公衆衛生とか環境の保持でしかない
はずなんですが、これらの公益を維持するためには、一般廃棄物処理業者の個別的な利益、経営基
盤の安定というのが不可欠なんだよという形で、法は既存業者の利益を個別的利益として保護する
目的を含むんだという理屈づけになったわけでございます。
　ところで、この理由付けというのは、私どもが一審以来ずっと主張していたことでございます。
それが、なんで最高裁までかかるのか。原告である私たちが主張するだけではあまり迫力がありま
せんので、学者の威厳を借りた方がよろしいんで、阿部泰隆先生に意見書を書いてもらって、それ
を私のほうで適当にちょこちょこと直して裁判所に準備書面として出すとかもしました。
　しかし、最高裁判決に至った一番大きい要因は、これを言うと身もふたもないんですが、二審判
決の後で、法務省の行訴法改正５年後検証報告書が平成24年11月22日に出たことです。この５年後
検証報告書の中で、鹿児島の既存の一般廃棄物処理業者が新規参入業の許可の取消を求めた事件の
鹿児島地裁判決（平成22年５月25日最高裁HP）が取り上げられています。同事件では、本件と同
様、原告適格が否定されたのですが、報告書の中では、既存業者の営業の安定は根拠法規の保護範
囲に含まれていると考えていいんじゃないかという指摘がなされているんですね。その指摘を、私
たちも、上告受理申立理由補充書の中で、法務省の５年後検証でもこう指摘されていると指摘しま
した。それで、本件最高裁判決に至っているという感じがいたします。
　そういった経緯を踏まえて、私たちの主張の通り、最高裁でＸの原告適格が認められたんですが、
時既に遅しで、逆転最高裁判決の弁論の前に、Ｘは疲れ果てて廃業届を出していました。
判決内容―裁判要旨には含まれない重要な派生論点
　最高裁判決の裁判要旨としては、原告適格のことしか書いてないんですが、派生的な論点で極め
て重要な判断がいくつもなされています。
①　一般廃棄物収集運搬業者
4 4 4 4 4 4
は一般廃棄物処分業
4 4 4
の許可の取消しを求める法律上の利益を有するか。
　一般廃棄物の処理には、収集運搬と処分とがあります。段ボールであれば、排出事業者のところ
まで収集に行って、それを中間処理場にまで運搬して、それを選別して梱包して、場合によっては
焼却したりとか（これらを中間処理と言います。）をして、最終的に埋め立てて最終処分しますが、
一般廃棄物の処理業の許可としては、収集運搬については収集運搬業の許可、処分については処分
の内容ごとに処分業の許可がそれぞれなされます。そして、需給状況の調整も収集運搬と処分とで
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別々に図られる仕組みが設けられているということなんで、原告のような一般廃棄物の収集運搬業
者が、処分業の許可の取消を求める法律上の利益は有しないとされました。
②‌　一般廃棄物収集運搬業者は一般廃棄物処理施設設置許可の取消しを求める法律上の利益を有す
るか。
　これについても、一般廃棄物の収集運搬業者は、一般廃棄物の処理施設の設置許可の取消を求め
る法律上の利益を有しないということになりました。
　これは、どうしてそう言えるかというと、先程述べた関連訴訟の中で、一般廃棄物処理施設の設
置許可の取消を求めた訴訟もありましたが、それの上告受理の申立が不受理になりました。不受理
決定が出たのが、本件の最高裁判決の後でございますんで、最高裁判決の枠組みとしては、こうい
う整理になるのかなということです。
③‌　既存許可業者が廃業した場合は、一般廃棄物処理業の許可の取消しを求める法律上の利益がな
くなるのか（狭義の訴えの利益）。
　これについては、格段の理由を示さずに否定されました。廃業届を出していて、営業していない
からあかんということです。その事実の取調べのあり方に関する問題は後ほど述べます。
④‌　許可及びその更新には期間（２年間）の定めがあるので、その期間を経過した後は訴えの変更
をしない限り訴えの利益は失われるのか。
　許可の有効期間は２年間ですので、許可を受けてから２年経つと更新、また２年経つと更新とし
ていくのですが、それでは、最初の許可の取消を求めてて、２年経ったらどうなるのか、訴えの利
益がなくなるのかという問題ですね。
　私たちは、原審の口頭弁論終結時までは、２年ごとに、新しい許可更新処分の取消しを求めて訴
えの変更をしていました。
　これは裁判所のほうからの釈明もあってそうしたんですが、上告受理の申立の後は訴えの変更を
せずにいたんですね（法律審で訴えの変更ができるのかという問題もあります）。最高裁が弁論期日
を指定した後、Ｙ市がこれを問題にしてきました。しかし、最高裁は、何も判断を示しませんでし
た。しかし、考えてみれば、判断示さないのは当然のことなんですね。許可があって更新、更新と
いうことでやると、結局その後の更新というのは全部、親亀の上に乗っている子亀ということにな
るので、親亀こけたら皆こけるという形で、訴えの利益は消滅しないという取扱いなんですね。こ
れは東京12チャンネル事件判決（最三小判昭和43年12月24日）の判旨２です（甲が乙に対する免許
処分の取消及び自己に対する免許拒否処分の取消を求める場合において、当該免許期間が満了して
も、乙が再免許を受けて免許事業を継続しているときは甲の提起した訴えの利益は失われない。）。
⑤‌　狭義の訴えの利益に係る事実の取調べは上告審においてどの範囲でできるか。
　これは先程③の論点でちょっと言いましたが、Ｘは上告審の弁論が開かれる直前になって廃業届
出を出しましたが、それをＹ市が上告審の答弁書の中で指摘してきました。上告審でそれをどう調
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べるか。上告審は事実調べするところではございませんので、どうするんやろかという話ですが、
最高裁は、Ｘが廃業届出をしたというＹ市の答弁書、事実上の書証としての廃業届と、それに対す
るＸの認否（これは裁判所の書記官を通して、これに対する認否だけしてくれと言われて、認否の
準備書面を出しました。それにはですね、廃業届を出したことは認めるけれども、Ｘとしては営業
再開の意思と設備はあるし、従業員もいつでも再雇用できるので、いつでも営業再開できる状況に
あるから、確定的に廃業したわけではない。仮に廃業届を出して、許可が失効していても、Ｙ市か
らの委託を受けて一般廃棄物処理業をすることは出来るでしょというようなことも書面に書きまし
た。）だけで、それを最高裁の弁論で陳述するんかなと思ったら、その陳述もせずに、最高裁が事実
上それらを見ただけで、「しかしながら、記録によれば、上告人は25年５月８日に小浜市長に対し
て、廃業する旨を届け出たうえで廃業したことが明らかであるから」と認定して、訴えの利益を否
定しました。しかし、「記録によれば」というが、記録とは何を指すのか、全く不明です。廃業の事
実についての、弁論も事実調べもしないで、訴えの利益に関する事実は認定できるのか。訴訟要件
に関する事実だから、証明も要らない、あるいは弁論主義の適用もない、職権判断でできるいうこ
とだと思いますが、しかし、前述したとおり、Ｘとしては営業再開の意思と設備はあるし、従業員
もいつでも再雇用できるので、いつでも営業再開できる状況にあるから、確定的に廃業したわけで
はない、仮に廃業届を出して、許可が失効していても、Ｙ市からの委託を受けて一般廃棄物処理業
をすることは出来るというような主張もしているのですから、訴訟要件に関する事実とはいえ、原
審に差し戻した上で審理判断すべきだったのではないのか。
⑥‌　既存許可業者は違法に許可更新処分がなされたときは国賠請求が認められるか。
　この点は、最初にも申し上げましたように、被告から原告適格がないという本案前の抗弁が出て、
裁判所も本案審理に入れないというので（もっとも、私は原告適格その他訴訟要件が欠けるという
のは、本案判決の要件を欠いて訴訟判決をするというだけの話であって、本案審理に入るための要
件ではないと思います（大貫裕之「ダイアローグ行政法」（日本評論社）318頁脚注同旨）。それに、
原告に取消しの訴えの法律上の利益が具体的にあるかとか、本件では直接問題にはなりませんが、
重大な損害を被るおそれがあるかというのは、事実判断ですから、実体審理をしないと判断できな
い問題であって、本案審理に入らずに訴訟要件の充足の有無を判断するというのは、審理のあり方
として間違っていると思っています。）、じゃあ国賠も付け加えようよ、そうしたら、許可が違法か
どうかという本案審理・本案判断に入るだろうという読みで、形だけ国賠を追加的に出しました。
ところが、一審二審、そして最高裁も同じ考えやと思いますけれども、原告適格がないということ
は、国賠法上の保護すべき利益も有してないんだという捉え方をして、国賠についても実質的な審
理がなされないまま、実質的に訴え却下に近い請求棄却判決でした。それに対して最高裁はどうし
たかというと、「上告人の国家賠償法に基づく損害賠償請求については、原審は前記３のとおり、廃
棄物処理法は一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者の営業上の利益を個別的利益として
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保護する趣旨を含むものではないとしたうえで、被上告人は上告人に対して、その営業上の利益に
配慮しこれを保護すべき義務を負うものではないとして」、というのはつまり、既存業者の営業上の
利益は反射的利益にすぎず、国賠法上の保護すべき利益じゃないという理由で、「その余の点につい
て判断するまでもなく上記請求を棄却しているところ、以上に説示したところに照らせば、被上告
人が上告人に対して上記のような義務をおよそ負っていないとは言えないから原判決には審理不尽
の違法がある。」としました。要は、取消訴訟の原告適格＝国賠法上の保護利益という図式を打ち出
しました。
　それで、差戻審は、国賠についてだけ審理を尽くすという話になっていったわけでございます。
差戻審の審理
　最終的に差戻審がどうなったかと申しあげると、Ｘが訴えを取り下げて終了しました。そのため、
差戻審の審理は公刊物にも載ることなく一般には知られないことになりましたが、色々面白い論点
が目白押しでした。
　まず、国賠法上の違法をどのようにとらえるか。
　私どもは、最高裁判決を受けて、国賠法上の違法かどうかを判断する審理の対象は、市町村長は
「一般廃棄物処理計画との適合性にかかる許可要件に関する市町村長の判断にあたっては、一般廃
棄物処理業の適正な運営が継続的かつ安定的に確保されるように当該区域における需給の均衡及び
変動による既存許可業者の事業への影響を適切に考慮し営業上の利益を保護すべき義務を負う」ん
だから、その義務違反があったのかどうかが審理の対象だと設定しまして、そういう措置をどうし
たんですか、一般廃棄物処理の需給状況のもとで許可あるいは許可の更新が、Ｘの許可業務やその
他の業務へ与える影響を適切に予測・評価して、マイナスの影響が予測されるならそれを補うよう
な措置を講じた上で、許可とか更新とかをしたかが審理されるべきで、Ｙ市はそんなこと何もして
ないじゃないかということを申し上げました。
　それに対して、被告は、許可ごみの収集量はその後増加してましたので、Ｘの事業全体で経営を
悪化させるようなマイナスが出ていないのだから本件許可・更新に違法はないと主張しました。つ
まり、Ｘは委託事業が全事業の９割を占めているので、最悪１割なくなっても、まだ９割残ってい
るのだから事業全体への影響はないだろうという主張です。しかも、その許可ごみ全体の収集量が
増加していることもあって、Ｘの許可ごみ収集量はだいたい横ばい、ないしなだらかな右下がりみ
たいな感じだったんで、別にＸの営業への影響は何もないでしょうという主張でした。
　それに対して、裁判所は、随分と色々細かいことばかり釈明を求めてきました。
　一つは許可・更新の違法事由と国賠法上の違法事由は一緒なのか、異なるのか。最初の許可が違
法なら、その後の更新も違法だという親亀子亀論は、抗告訴訟の話であればともかく、国賠ではま
た別ではないか。国賠はそれぞれの職務義務違反の問題になるんやから、更新時での義務違反とい
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うのは何かを明らかにせよと言われました。その結果、更新が２年ごとに行われるので、それぞれ
Ｚ１Ｚ２に対する許可・更新ごとにどういう職務義務違反があったのか個別に明らかにせよという
ことでした。そうすると、たとえば、許可時の一般廃棄物処理計画には、Ｚ１やＺ２が書いていな
いから違法だとしても、その翌年度の一般廃棄物処理計画には、それぞれＺ１もＺ２も記載されて
おり、更新時にもＺ１Ｚ２が記載されているのであれば、更新の時点では一般廃棄物処理計画に適
合してるんやから違法とならんのではないか、それにもかかわらず更新が違法だというのは一体ど
ういう義務違反があったということになるのか、というわけです。
　さらに、Ｘのその営業上への支障、影響というのを考えろという話になると、結局は、一般廃棄
物処理計画をどう立てるかという話なんですよね。そうすると、一般廃棄物処理計画策定の違法と
更新の違法とはどういう関係になるのか。その辺も明らかにしろといわれました。
　さらに、これらの違法なＺ１Ｚ２への許可・更新ごとにそれと因果関係のある損害はいくらなの
か。私たちは、あくまでも取消訴訟がメインであって、国賠訴訟は原告適格論を避けるために形だ
けとってつけたようなもので、だから、損害額も50万円という名目的な損害賠償だったので、どん
な違法であってもそれぐらいは発生するだろうと思うんですが、裁判所的には、個別に違法な許可・
更新があるというのだから、それと因果関係のある損害を明らかにしてほしいというわけです。Ｚ
１に対する１回目の更新による損害はなんぼ、Ｚ２による１回目の更新による損害はなんぼ、とこ
ういう形で特定しろというのですね。
　しかも、この損害論を考える上で大変なのは、許可ごみの収集業務は、許可を得て、その後、排
出事業者との契約を取ってこないといけないので営業努力が必要です。逆に言うと、損害が発生し
ているように見えても、お宅の営業努力が足りなかっただけでしょうという反論が可能です。それ
にどう太刀打ちするのか。
　また、被告は許可・更新後の売上げが減少してないから損害はないというが、それにどう反論す
るか。先ほども言ったとおり、全体の許可ごみの排出量が増えてましたので、契約をよそに取られ
ても、売上げは減少してなかったんですね。
　それで、私たちがこれが違法だ、これが損害だと主張すると、その都度それに対して、裁判所が
じゃあこれはどうなのか、と言ってくるので、５回ほど弁論を重ねることになりました。
　しかし、そもそもいくら個別の許可・更新の違法事由が何かということを特定しようがしまいが、
被告は本件許可・更新をするにあたっては何も検討していないのですから、答えは同じはずなので
すが、裁判所は延々と細かい釈明をしてくる。いい加減にＸも、いつこれが終わるか分からん、も
うこれ以上やってられんということで、もともと高齢も理由にして廃業しているくらいなので、裁
判も取り下げたというのが結論でございます。
岡山行政法実務研究会
－83－
行政と国民との法的対話を阻害しているのは誰か
　私はなぜ行政訴訟するのかということを最初に申し上げました。行政と法的対話をするためです。
それも、裁判所が国家機関として、行政と国民・事業者との法的対話を促進させることに意味があ
るということを述べました。しかし、この裁判を見てもらうと、違うんですね。裁判所が行政と国
民との法的対話を阻害しているんですね。しかも、原告適格なんて、本案前の訴訟技術的な論点だ
けで、平成18年に訴訟提起をして、平成26年１月に最高裁判決が出るまで原告適格論だけ延々とや
ってました。本案の話一切せんかったんですね。その間に、事業者は廃業して、営業・経営上の帳
簿・資料も廃棄するし、行政も担当者は退職して資料がどこにあるかも分からず、結局、誰も当時
の事情を知る者がいなくなった。国賠の損害論も、違法論も、訴訟を始めた当初であれば、十分ホ
ットな争点として審理もできたのに、今ははるか昔の話となり、誰も分からない。法的対話を促進
するどころか、法的対話を阻害することしかしなかったのが裁判所だったわけです。
　本件の許可は、その実体をみると、どう考えてもやっぱりおかしいんですよね。少なくとも国民
はこれはおかしいと言うのだから、行政としては、これがおかしくないというならおかしくないと
いうことを、最初からがっぷり四つに組んで、議論していけばいい。そして、是正すべき運用があ
るのであれば是正すれば良い。是正しなくてそれが正しいというならそれをもとにして、国民から
いちゃもんをつけられないように、その後行政を組み立てていけば良いんです。それを促進するの
が裁判所の役割のはずなのに、裁判所がかえって逆にアホな茶々を入れてくるが為に、違法も是正
されない、個別法規の運用の法的な深化も図れない、よりよき行政慣行も創造されない。差戻審で
やった、違法は何か、損害は何かとか、そんな議論を最初からどんどん詰めていかないといけない
のに、結局これが出来なくなっちゃったんですね、資料が何もなくなったから。こんなもの、法治
行政原理の下の裁判とは全く違うわけです。
　これまで裁判所は、原告適格とか処分性とか訴訟要件論ばかり議論してきたために、実体法の解
釈が全然進まなかった。都計法にしても建築基準法にしてもその解釈論は何も進化・深化しなかっ
た。それが漸く今進むようになってきたんですが、またこんなしょうもない原告適格の議論してで
すね、廃掃法の中身の議論が何も進まないということになってしまってるんですね。今、一番改め
るべきは、行政もさることながら、裁判所ではないかというのが今日の報告のオチでございます。
　ご静聴ありがとうございました。
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